2016年9月15日～16日
総がかり行動実行委員会記者会見、自衛隊訓練、首相改憲発言、審査会長、共謀罪、民進党、豊洲など
安保法成立１年の１９日　廃止求め国会デモ

東京新聞2016年9月16日 朝刊

 　安全保障関連法の廃止などを目指す複数の市民団体でつくる「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」は、安保法の成立から一年となる十九日、国会正門前で抗議デモを行う。民進、共産など野党幹部らの参加も予定されている。十五日に会見した実行委のメンバーは「強行採決はされたが、多くの世論は戦争法（安保法）に反対している」と話し、廃止に向けた活動を続ける考えを示した。

　デモは午後三時半から午後五時までで、安保法の強行採決や、同法で可能になった自衛隊の「駆け付け警護」などに反対する。沖縄県での米軍辺野古基地や、米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設にも抗議する。

　二千万筆を目標に集めてきた安保法への反対署名は千四百万筆を超えたといい、十月に国会提出する。二〇一四年十二月に活動を始めた実行委は、今年七月の参院選をめどに終える予定だったが、次の衆院選まで引き続き野党共闘の強化などに取り組む方針。共同代表の小田川義和・全労連議長は会見で「同じ思いを持った市民と団体の運動のよりどころとしていく」と語った。

しんぶん赤旗2016年9月16日(金)

戦争法廃止へ共同大きく　総がかり行動実行委が会見
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（写真）記者会見する（左から）菱山南帆子、米山淳子、福山真劫、小田川義和、高田健の各氏＝15日、衆院第１議員会館


　総がかり行動実行委員会は１５日、「９・１９行動」や国会開会日行動（２６日）を皮切りにした今後のたたかいについて、衆院第１議員会館で記者会見しました。戦争法廃止、安倍政権打倒のために「総がかり運動をさらに強化、発展させたい」と強調。「平和と民主主義、憲法の擁護・実現運動において大きな役割を果たす」とのべました。

　同実行委員会を構成する３団体から高田健、福山真劫、小田川義和の各氏が共同代表を務め、新たに運営委員会を設けると発表しました。

　福山さんが具体的な行動を報告。戦争法具体化に反対するたたかいでは、南スーダンへ派遣される自衛隊がいる青森での現地集会の開催（１０月３０日）などを重視するとしました。沖縄に連帯し米軍基地に反対するたたかいでは、「一大署名運動を展開するために準備を進めている」と語りました。

　小田川さんは「３３の道県、２５０の地域でも総がかり的な共同が広がっている。今後も、全国で草の根の動きを広げるために頑張りたい」とのべました。

　運営委員の２氏も発言。米山淳子さんは「平和の思いを結集して、厚みを増した取り組みを続けていきたい」とのべ、菱山南帆子さんは「私たちだけでなく、次の世代にも憲法を手渡せるよう頑張りたい」と語りました。

◇
　・戦争法廃止国会正門前行動　１９日午後３時半から

　・国会開会日行動　２６日正午から、衆院第２議員会館前

 安保法１９日で成立１年　道内各地　デモや集会
北海道新聞09/15 07:00
　安全保障関連法の成立から１９日で１年となる。今年３月の施行を受け、法律に反対してきた道内の各団体は「海外での武力行使が現実味を帯びている」と危機感を強めており、１９日にデモ行進を計画しているほか、１６～１９日に各地で集会などを予定している。
　１９日のデモ行進は戦争をさせない北海道委員会や９条の会などが呼び掛け、札幌、旭川、函館の３市で予定。札幌は午前１１時に札幌市中央区の大通公園西３丁目、旭川は午後１時に旭川市役所前広場、函館は午後１時にはこだてグリーンプラザに集合する。
　労組などでつくる「とめよう改憲！十勝連絡会」は１６日午後６時半から、帯広市のとかちプラザで集会を開く。沖縄県名護市辺野古の米軍基地建設に反対する運動を記録したドキュメンタリー映画「圧殺の海　第２章『辺野古』」を上映する。
　憲法改悪を許さず戦争をさせないオホーツク委員会は１７日午後２時半から、北見市の端野町公民館で、市民団体「戦争をさせない１０００人委員会」呼びかけ人で立教大教授の香山リカさんの講演会を開く。
　市民団体や労組などでつくる実行委員会は１８日午後２時から、札幌市豊平区の北海学園大学で「安全保障関連法に反対する学者の会」呼びかけ人の東大名誉教授広渡清吾さんの講演会を開く。道内の宗教関係者でつくる「『安保法制』に反対する北海道宗教者連絡会」も１９日午後５時から、札幌市中央区の札幌北光教会前で、抗議の座り込みを行う。
　いずれも参加無料。問い合わせは広渡さんの講演会が電子メールhokkaigakuen.anpo@gmail.com、座り込みが大町信也さん（電）０９０・７６４４・４８０６。それ以外は北海道平和運動フォーラム（電）０１１・２３１・４１５７へ。
しんぶん赤旗2016年9月16日(金)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定〈追加分〉

　戦争法の強行成立から１年。戦争法廃止、立憲主義の回復などを求める行動の予定で、新たにわかったものを紹介します。

　【神奈川】

　◆１９日、川崎市多摩区の八つの駅前で宣伝行動。午後３時、ＪＲ登戸駅。午後４時、ＪＲ稲田堤駅、ＪＲ中野島駅、ＪＲ宿河原駅､ＪＲ久地駅､小田急向ケ丘遊園駅。午後５時、小田急生田駅、小田急読売ランド前駅。主催＝戦争法を許さない！！多摩区実行委員会。

　【愛知】

　◆１９日、名古屋市中区の松阪屋本館・久屋公園入り口前｡｢マジ、日本ヤバくない？ママの会　緊急アピールスタンディング」。正午。主催＝全国ネットママの会＠愛知。

　◆１９日、大府市のＪＲ大府駅前｡戦争法廃止･大府スタンディング。午後５時。主催＝平和を守りたい人全員集合！大府。

　◆１９日、半田市の名鉄知多半田駅東口。午後５時。主催＝戦争は絶対にダメ！知多半島共同連絡センター。

　◆１９日、南知多町の名鉄河和駅前。「戦争法廃止、美浜・南知多スタンディング」。午後５時。主催＝美浜町九条を守る会、南知多９条の会。

　◆１９日、阿久比町のアピタ阿久比店前。戦争法廃止９・１９スタンディング。午前１１時。主催＝戦争法廃止を求める町民の会。

　◆１９日、長久手町のリニモはなみずき通駅前広場。安保法制強行採決に抗議する長久手小集会。午前１１時。主催＝安保法の撤回を求める長久手市会議員の会。

　◆１９日、豊橋市の豊橋駅前デッキ。戦争法強行１周年・東三河大集会＆パレード。午後１時半。主催＝安保法制の廃止を求める東三河の会など３団体。

　【愛媛】

　◆１９日、新居浜市の裁判所横の交差点。宣伝行動。午後１時半。主催＝憲法９条をまもり安保法制をなくす新居浜の会。

◇
　昨日付４面掲載の「追加分」で、千葉県横芝光町の行動予定を以下に訂正します。

　◆１９日、ビッグハウス横芝店前。ピース傘ウオーク。午後２時。主催＝戦争はいやだ山武地域の会。

今後の主な政治日程
【２０１６年】
　９月　臨時国会召集
１０月　衆院東京１０区、福岡６区補選
１１月　米大統領選
１２月　プーチン・ロシア大統領来日
【１７年】
　　夏　東京都議選
【１８年】
　９月　安倍晋三首相の自民党総裁任期満了
１２月　衆院議員任期満了
【１９年】
　４月　統一地方選
　　夏　参院選
１０月　消費税率１０％に引き上げ（予定）
【２０年】
　７月　東京五輪・パラリンピック（時事通信2016/09/15-15:23）
首相、憲法改正に重ねて意欲　「与野党超えて議論」

共同通信2016/9/15 22:32

　安倍晋三首相は15日、東京都内で講演し、憲法改正について「与野党の枠を超えて議論していきたい」と述べ、実現に重ねて意欲を表明した。自民党総裁任期延長を巡っては「（任期が）まだ2年残っている。全力投球して国政に当たる」と述べるにとどめた。松尾芭蕉の句「物言えば唇寒し秋の風」も持ち出し、本音を探らせなかった。

　日ロ関係に関し「地元・山口県長門市での12月の首脳会談で、力強く前進させたい。最優先課題の一つだ」と語り、北方領土問題進展への意気込みを強調した。

野党時代の改憲草案、自民で棚上げ論　「調整でネック」
朝日新聞デジタル2016年9月16日00時02分
　自民党が野党時代の２０１２年４月に発表した「憲法改正草案」について、党内で棚上げ論が出始めた。
　森英介・党憲法改正推進本部長は１５日、下村博文幹事長代行から、衆院憲法審査会長への就任打診とともに、「草案は封印してほしい」と要請されたと記者団に明かした。草案は現行憲法をほぼ全面的に書き換え、「天皇の元首化」「国防軍の保持」を盛り込むなどしており、野党からも批判を浴びていた。
　森氏の後任の推進本部長に内定した保岡興治元法相も、下村氏と会談。草案を前面に出さずに野党と協議し、改憲項目の絞り込みを目指していくとの方向性を確認したという。保岡氏は記者団に「草案は非常に保守色が強い。前面に出せば、野党との調整でネックになる」と語った。
　一方、安倍晋三首相は１５日、東京都内で講演。出席者によると、「憲法審査会は与野党の枠を超えて議論したい。私が色々言うと進まなくなるので黙っている」と述べたという。
衆院憲法審査会長に森氏＝党推進本部長は保岡氏－自民
　自民党は１５日、衆院憲法審査会長に森英介・党憲法改正推進本部長を起用し、森氏の後任に保岡興治・衆院憲法審査会長を充てる方針を決めた。同党は、改憲に強い意欲を示す安倍晋三首相の意向を踏まえ、２６日召集の臨時国会から改憲論議を本格化させたい考えで、審査会長には、民進党など野党との協調路線を重視する森氏を据えるのが適当と判断した。
　審査会筆頭幹事には、中谷元・前防衛相を充てる。下村博文幹事長代行は１５日、党本部で森、保岡両氏と個別に会い、各ポストへの就任を打診。両氏とも受諾した。　
　下村氏は両氏に「臨時国会で（改憲）発議に向けて加速してほしい」と要請。一方、森氏に対しては、同党の改憲草案を「封印する」と語り、草案にこだわらず国会論議を進めるよう指示した。
　審査会長には当初、谷垣禎一前幹事長の起用案もあったが、サイクリング中の転倒事故による負傷からの回復が遅れているため断念した。
　保岡氏は、２０１４年１２月から審査会長を務めてきた。ただ、１５年６月の参考人質疑で憲法学者が安全保障関連法を「違憲」と主張。同法審議が混乱し、責任を問う声も出ていた。
　７月の参院選で自民、公明両党など憲法改正に前向きな勢力が改憲発議に必要な３分の２の議席を衆院に続いて確保。首相は改憲論議を具体化する環境が整ったとみており、自民党は改憲項目の絞り込みに向けた議論を進めたい考えだ。（時事通信2016/09/15-20:55）
憲法審会長は森英介氏と説明　自民・下村氏

共同通信2016/9/15 12:49

　自民党の下村博文幹事長代行は15日、衆院憲法審査会の保岡興治会長と党本部で会い、後任の審査会長に党の憲法改正推進本部長を務める森英介氏を充てる方針を説明した。同時に、保岡氏に党改憲推進本部長への就任を要請した。保岡氏は回答を留保した。

　会談で、下村氏は「これから憲法改正の論議が進む。党の憲法改正草案のほか、野党との協議を踏まえ（改憲項目の）絞り込み案をまとめる責任を負ってほしい」と求めた。

　党内では保岡氏の憲法審査会長の続投が有力視されていたが、一部から異論があり見直した。

衆院憲法審査会長、森英介氏就任へ　保岡会長留任に異論
朝日新聞デジタル蔵前勝久2016年9月15日23時49分

森英介氏
　国会で憲法議論を主導する衆院憲法審査会長人事をめぐり、自民党の下村博文幹事長代行は１５日、森英介・党憲法改正推進本部長に会長就任を打診し、森氏も受け入れた。現会長の保岡興治元法相を留任させる案には党内の異論が強く、最終的に保岡氏は森氏の後任として同推進本部長に就くことになった。２０日にも党の正式な手続きを行う。
　森氏は麻生派で当選９回。法相も務めた。主に厚生労働分野を中心に活動しており、憲法は専門ではないが、安定感を評価する声もあり、昨年１０月に同推進本部長に就任し、先月、留任したばかりだった。
　党幹部によると、衆院憲法審査会長人事をめぐっては、８月上旬の内閣改造・党役員人事の前後に、首相官邸から、谷垣禎一前幹事長の起用を望む意向が党側に伝えられた。だが、入院中の谷垣氏側は固辞。党内では復帰までの間、保岡氏を続投させる案が有力視されていた。【続きあり】
けがで谷垣氏断念、森氏浮上…衆院憲法審査会長

読売新聞2016年09月15日 09時06分

　衆院憲法審査会の会長人事を巡り、自民党が現会長の保岡興治氏を交代させ、後任に森英介・党憲法改正推進本部長を充てる案を検討していることが１４日、分かった。

　審査会長は与野党の議論の仕切り役となるため、自民党内に「野党ともパイプのある森氏が適任」との声が出ていた。ただ、森氏は昨年１０月に党憲法改正推進本部長に就任したばかりのため、同氏周辺から「本人は秋の臨時国会へ向け、本部長としての職務に専念したいようだ」との指摘も出ている。

　党執行部は当初、谷垣禎一・前幹事長を同審査会長に起用する方向で検討していたが、自転車事故のけがから復帰のめどが付かず、断念した。

衆院憲法審査会 　会長に森英介氏　自民が方針
毎日新聞2016年9月15日　21時34分（最終更新　9月15日　22時53分）
　自民党は１５日、衆院憲法審査会長に森英介・党憲法改正推進本部長を起用し、現在の保岡興治審査会長を森氏の後任の本部長に充てる方針を固めた。自民党は党内でどの条項から改正するかの絞り込みを進め、２６日に臨時国会が召集されれば、公明党や民進党など野党との協議を並行して始めたい意向だ。 
　自民党は国会での改憲論議に備えて、８月２４日の総務会で一度は森氏の本部長留任を決定。その一方、審査会長は自転車事故で入院中の谷垣禎一前幹事長の起用を念頭に、結論を見送ってきた。しかし、谷垣氏の早期復帰は困難と判断。下村博文幹事長代行が１５日、党本部で森、保岡両氏と個別に会談し、それぞれの起用を伝えた。 
　昨年６月の憲法審では、自民党推薦の憲法学者らが集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法を「違憲」と表明。現在でも審査会長の保岡氏の責任を問う声は強く、自民党幹部は１５日、「けじめも含めた人事だ」と説明した。 
　下村氏は保岡氏との会談で、自民党が野党時代にまとめた保守色の強い憲法改正草案について、「草案とは別に、野党との協議を踏まえながら絞り込み案をまとめてほしい」と伝達。森氏にも「改憲草案は封印する」と述べ、柔軟に対応するよう求めた。【飼手勇介】 
産経新聞2016.9.15 23:16更新 
自民、改憲項目絞り込み案作成へ　与野党合意目指す　衆院憲法審査会長は森英介氏　保岡興治氏続投断念
　自民党は１５日、２６日召集の臨時国会から本格化する憲法改正議論に関し、平成２４年に策定した党憲法改正草案を基にした改憲条項の絞り込み案を新たに作成する方針を固めた。憲法改正に慎重な公明党や野党の理解を得やすくし、議論を前に進める狙いがある。下村博文幹事長代行が、１５日に会談した衆院憲法審査会の保岡興治会長に示した。
　一方、党執行部は保岡氏の続投で調整していた審査会長を交代させ、後任に党憲法改正推進本部の森英介本部長を充てることも決めた。後任の本部長には保岡氏が就く。
　自民党憲法改正草案に対しては、民進党などが「復古的」などと批判。このため、自民党は草案自体は変更しないが、他党の賛同も得やすい条項を新たに検討して各党に提示する考えだ。大規模災害時の国会議員の任期延長などが対象になるとみられる。保岡氏は記者団に「草案は野党との調整で前面に出すとネックになる。各党の意見や状況を見ながら改正案を絞り込む必要がある」と語った。
　「改憲勢力」は７月の参院選で改憲の国会発議に必要な３分の２を確保。任期中の改憲に意欲を示す安倍晋三首相（党総裁）は参院選直後の会見で「いかにわが党の案をベースにしながら３分の２を構築していくか。それが政治の技術だ」と述べ、与野党の着地点を探る意向を示していた。
　審査会長人事に関しては、党執行部が頸髄（けいずい）損傷で入院中の谷垣禎一前幹事長に就任を打診したが断られたため保岡氏の続投で調整していた。ただ、保岡会長の下での昨年６月の審査会で自民党推薦の参考人が安全保障関連法案を違憲と主張し以後の議論が停滞。「保岡氏は戦犯の一人」と続投に異論が出たため、最終的に８月に本部長に再任された森氏を充てた。
憲法審、与党強硬なら慎重対応＝党内議論は再開－蓮舫氏
　民進党の蓮舫新代表は１５日、東京都内で就任記者会見を行い、衆参両院の憲法審査会への対応について「立法府の一員として、開かれればしっかり参加していきたい」と表明した。同時に「性急すぎる論点整理や国民が関心を持たない中での与党の運営が想定されれば、慎重に対応していく」とも述べ、与党側が強硬な運営を行わないようけん制した。
　この後、蓮舫氏はＮＨＫ番組で、憲法改正をめぐる地方自治などの課題を挙げて、「党内に憲法調査会を今ひとたび設け、何が必要なのか必要ではないのか議論を始めたい」と述べ、党内議論を再開する考えを明らかにした。憲法９条については「９条は守る」と強調した。自身の衆院へのくら替えについては「覚悟はある」と重ねて意欲を示した。
　蓮舫氏は会見で、台湾籍との「二重国籍」問題に関しては、「信頼していただくため、党内外にしっかりその都度説明していきたい」と強調。「今、放棄の手続きに入っているので、その努力の部分も含めて違法ではない」と述べ、理解を求めた。　（時事通信2016/09/15-22:14）
蓮舫氏、憲法改正「性急な議論には慎重対応」 
日経新聞2016/9/15 16:53
　民進党の蓮舫新代表は15日、都内のホテルで記者会見し、安倍政権が意欲を示す憲法改正論議に関して「国会の憲法審査会が開かれればしっかり参加するが、性急すぎる論点整理には慎重に対応していく」と語った。政策について対案を重視するとの認識を示したうえで「国民に民進党を選択していただけるような政党をつくりたい」と強調した。
　幹事長などの新執行部人事については「白紙の上で誰が適任か考えたい」と述べるにとどめた。告示後に浮上した台湾籍との「二重国籍」問題に関して「私自身、台湾籍を放棄したと認識していた。籍を抜く努力をしてきたことも含めて違法ではない」と改めて主張した。
「共謀罪」提出見送り＝慎重姿勢の公明に配慮－政府・与党
　政府・与党は１５日、「共謀罪」の罪名や構成要件を改めた新たな法案について、２６日召集の臨時国会への提出を見送る方針を固めた。慎重な対応を求める公明党に配慮した。複数の政府・与党関係者が明らかにした。
　与党幹部は１５日、「新法案は臨時国会に提出できない」と明言。政府関係者は、見送る理由について「臨時国会は会期が短すぎて十分な議論ができない」と語った。
　共謀罪の導入は、政府が２０００年に署名した国際組織犯罪防止条約の締結に向けた国内法整備の一環で、国際機関からは早期の対応を求められている。政府は過去３回にわたり、法案を国会提出したが、野党の反発を受け、いずれも廃案になった。
　政府は、２０年の東京五輪・パラリンピックを見据え、法整備を急ぐ立場から、「テロ対策」であることを明確化して臨時国会に提出することも検討していた。
　これに対し、公明党は「提出しても臨時国会で成立する見込みはない」（大口善徳国対委員長）と主張。自民党の二階俊博幹事長は「早く決着をつけた方がいいが、慎重にやっていきたいというのが基本姿勢だ」と公明党に同調する姿勢を示していた。（時事通信2016/09/16-00:25）
共謀罪法案、見送りの公算　政府、TPP優先の構え

共同通信2016/9/16 02:00

　政府は15日、「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法の改正案について、臨時国会への提出を見送る方向で調整に入った。政府は2020年の東京五輪開催に向けてテロ対策の重要性を強調しているが、十分な審議時間を確保できる見通しが立たず、環太平洋連携協定（TPP）の承認案件などを優先する構え。複数の政府関係者が明らかにした。

　共謀罪は過去に3回、国会に提出されたがいずれも廃案になっており、法務省は罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更。その上で捜査機関の拡大解釈と乱用を危ぶむ意見に対応するため、対象を「組織的犯罪集団」に限定する。

「共謀罪」法案提出断念へ…政府、来年へ調整

読売新聞2016年09月16日 09時14分

　政府は１５日、重大犯罪を計画した段階で処罰対象とする「共謀罪」の構成要件などを改める組織犯罪処罰法改正案について、臨時国会への提出を断念する方針を固めた。

　与党内に慎重論がある上、臨時国会に重要法案の審議が立て込んでいるためだ。来年の通常国会提出に向けて、改めて調整に入る。

　「共謀罪」創設を盛り込んだ同改正案は２００３、０４、０５年の過去３度、国会に提出したが、いずれも野党の反発などで廃案になった。政府が臨時国会への提出を検討していた改正案は、過去の国会審議で出た懸念を払拭するため、「共謀罪」の名称を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更し、テロ対策であることを前面に出した。また、適用対象を絞り、構成要件を追加するなど、過去の改正案を修正した。

「共謀罪」法案、臨時国会提出を見送り　政府 
日経新聞2016/9/16 10:16
　政府は犯罪を謀議しただけで処罰できる「共謀罪」創設法案について、26日召集の臨時国会への提出を見送る。環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案など重要法案の審議を優先する。来年の通常国会に提出し、早期成立をめざす。
　自民党の竹下亘国会対策委員長が16日、都内で記者団に「（政府は）出さないという方向なので受け止める」と語った。
　政府は当初、2020年の東京五輪に向けたテロ対策をアピールするため、臨時国会への提出を目指していた。野党側は対決法案と位置づけ、市民団体と連携して反対機運を盛り上げた昨年の安全保障関連法審議の再現をねらう構えだった。
　「共謀罪」はテロ集団が殺人などの重大な犯罪を企てた時点で処罰できる罪。03年以降、国会に３回提出し、いずれも廃案になった。
共謀罪 　法案、提出見送りで調整　政府、ＴＰＰ優先の判断
毎日新聞2016年9月16日　07時30分（最終更新　9月16日　07時30分）
　政府・与党は１５日、「共謀罪」の成立要件を絞り込み、「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案について、２６日召集の臨時国会への提出を見送る調整に入った。複数の政府・与党関係者が明らかにした。環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案などの審議を優先すべきだと判断した。 
　与党幹部は１５日、改正案について「ＴＰＰと同時並行では審議できない」と語った。公明党は臨時国会への提出に慎重で、自民党の二階俊博幹事長も「早く決着を付けたほうがいいが、慎重にやるのが基本姿勢だ」と公明党に配慮する姿勢を示していた。 
　臨時国会の会期は１１月３０日までで、政府はＴＰＰや２０１６年度第２次補正予算案の審議を最優先にしている。２０年東京五輪・パラリンピックを見すえて臨時国会で共謀罪に関する法整備を進めることを検討したが、与野党対立が深まることでＴＰＰの審議に悪影響が出ることを避ける判断に傾いた。 
　共謀罪を巡っては過去に計３回、関連法案が提出され、野党側の反発などで廃案となった経緯がある。【高橋克哉】 
ケネディ氏、共謀罪に期待　「大変勇気づけられた」

共同通信2016/9/15 18:42

　ケネディ駐日米大使は15日、金田勝年法相と法務省で会談し、「共謀罪」の名称と構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案が臨時国会に提出される可能性があることについて「大変勇気づけられた。米国としても協力する」と期待を語った。

　国連が2000年に採択した「国際組織犯罪防止条約」は180カ国以上が締結しており、米国は日本も早期に締結するよう求めている。政府は、締結するには共謀罪を新設するなどの法整備が必要だとしている。

　金田法相は「法案を提出するかは未定だが、できる限り早期に提出できる環境が整えられるよう努める」と述べた。

「共謀罪」新法案に「勇気づけられた」　ケネディ大使
朝日新聞デジタル2016年9月15日23時45分

金田法相（左）と会談するケネディ駐日米大使（右）＝法務省


　米国のキャロライン・ケネディ駐日大使は１５日、金田勝年法相と法務省で会談した。犯罪の計画段階で処罰する「共謀罪」の要件を変えた「テロ等組織犯罪準備罪」を新設する法案を政府が検討していることについて、「臨時国会に提出されるかもしれないとのニュースに接し、大変勇気づけられた」と語った。法務省が明らかにした。
　ケネディ大使は８月の金田法相の就任を受けて訪問した。法案に関連して、「アメリカとしてできることがあれば、協力をする」とも述べたという。
　これに対し、金田法相は２０２０年の東京五輪を控えていることから、「テロなど組織犯罪対策に力を入れなければいけない。国際組織犯罪防止条約の締結は喫緊の課題で、米国の知見や情報の共有をお願いしたい」と応じた。ただ、国会への提出時期は「未定」として、「早期に提出できる環境が整えられるよう引き続き努める」と語った。
ケネディ駐日米大使「共謀罪、米も協力」　法相と会談 
日経新聞2016/9/15 18:36
　金田勝年法相は15日、キャロライン・ケネディ駐日米大使と法務省内で会談した。ケネディ氏は政府が「共謀罪」を創設する組織犯罪処罰法改正案の国会提出を検討していることに「大変勇気づけられた。米国としても協力する」と述べた。金田法相は「米国の知見や情報の共有をお願いしたい」と応じた。
自衛隊、新任務の実動訓練開始　安保法の駆け付け警護

共同通信2016/9/15 18:00

　陸上自衛隊が安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など国連平和維持活動（PKO）に関する新任務の実動訓練を始めたことが15日、防衛省関係者への取材で分かった。南スーダンPKOに11月に派遣される予定の陸上自衛隊第5普通科連隊（青森市）を中心とする部隊が対象で、新任務実施に向けた準備が本格化する。

　これに関連し、岡部俊哉陸幕長は15日の定例記者会見で「いつ、いかなる任務が与えられても事態に即応し、任務を完遂できるよう万全の態勢を取る」と述べた。

　今後は政府が実際に新任務を付与するかどうかが焦点になる。

駆け付け警護 　訓練が本格化　岡部陸幕長が認識
毎日新聞2016年9月15日　19時50分（最終更新　9月15日　19時50分）
「宿営地の共同防護」の訓練も 
　陸上自衛隊トップの岡部俊哉陸上幕僚長は１５日の記者会見で、安全保障関連法に基づく新しいメニューである「駆け付け警護」と「宿営地の共同防護」の訓練が本格化しているとの認識を示した。岡部陸幕長は「反復訓練などいろいろ繰り返しやっている」と述べた。 
　政府は８月２４日に安保関連法に基づく訓練の開始を表明。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に１１月中旬から交代部隊として派遣される陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とした部隊が準備訓練を８月２５日から開始している。その中で、離れた場所にいる他国軍などを武器を持って救援する新任務の「駆け付け警護」について、以前よりも拡大した武器使用に関する手順や連絡調整などの実動訓練も始めた。 
　岡部陸幕長は「教育から実動的な行動まで（訓練計画の）枠組みの中でやっている」と述べた。河野克俊統合幕僚長も１５日の記者会見で「武器の使用で絶対誤りがあってはならず、留意をして徹底して訓練させて任務に臨みたい」と述べた。【町田徳丈】 
自衛隊が新任務の訓練開始　南スーダン、安保法の駆け付け警護想定

東京新聞2016年9月16日 朝刊

 　陸上自衛隊が安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」など国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関する新任務の実動訓練を始めたことが、防衛省関係者への取材で分かった。十一月、南スーダンＰＫＯに十一次隊として派遣される予定の陸上自衛隊第五普通科連隊（青森市）を中心とする部隊が対象で、新任務実施に向けた準備が加速する。

　今後は政府が実際に新任務を付与するかどうかが焦点になる。

　現行の南スーダンＰＫＯに関する実施計画は十月末が期限で、派遣中の十次隊には新任務を付与していない。

　政府は期限までに現地の治安情勢や訓練の習熟度、世論動向などを見極め最終判断する。

　岡部俊哉陸幕長は十五日の定例会見で「いつ、いかなる任務が与えられても事態に即応し、任務を完遂できるよう万全の態勢を取る」と述べた。

　訓練は武装集団に襲われた国連職員らを隊員が武器を使って助ける「駆け付け警護」と、他国軍と連携して宿営地を守る「宿営地の共同防衛」が対象。いずれも安保関連法で武器使用基準が緩和され可能になった。

　実際に部隊を動かす実動訓練は陸自の演習場などで当面、非公開で実施。駆け付け警護で新たに可能になる警告射撃を行う際の判断や、共同防衛での他国軍との連絡手順などを実際の状況に近い形で確認する。海外派遣部隊を教育する陸自の「国際活動教育隊」も立ち会う見込みだ。

南スーダン訪問を中止＝予防薬副作用で－稲田防衛相
　防衛省は１５日、稲田朋美防衛相が１７日に予定していた南スーダン訪問を取りやめたと発表した。マラリア予防薬の副作用で体調を崩したことが理由という。１５日午後（日本時間１６日早朝）のカーター米国防長官との初会談は予定通り行う。
　稲田氏は当初、１５～１８日の日程で米国、南スーダンの順に訪問し、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事する陸上自衛隊の部隊を視察する予定だった。
　稲田氏はサンフランシスコを経由してワシントンへ移動中で、１５日朝（同１５日夜）に到着の予定。訪米日程を終了次第、１７日に帰国する。　（時事通信2016/09/15-13:04）
稲田防衛相、南スーダン視察中止　抗マラリア薬アレルギーで

共同通信2016/9/15 12:41

　防衛省は15日、稲田朋美防衛相が17日から予定していた南スーダンの自衛隊拠点視察を取りやめると発表した。稲田氏が抗マラリア薬服用の副作用によるアレルギー症状を発症したのが原因。症状は重くないという。

　稲田氏はカーター米国防長官との会談などのため訪米中。その後、南スーダンに移動し、国連平和維持活動（PKO）に派遣されている陸上自衛隊の施設部隊を視察する予定だった。

　米国での会談日程は、医療体制が整っていることなどから予定通り実施する見込み。

稲田防衛相、南スーダン視察中止　抗マラリア薬副作用か
朝日新聞デジタル2016年9月15日12時50分
　防衛省は１５日、稲田朋美防衛相が１７日に予定していた南スーダン訪問について、体調不良のため中止すると発表した。ワシントンで１５日（日本時間１６日未明）に予定されるカーター米国防長官との会談は行うという。
　防衛省によると、稲田氏は抗マラリア薬の副作用とみられるアレルギー症状が現れた。医師と相談して南スーダン訪問を取りやめた。
　南スーダンでは、国連平和維持活動（ＰＫＯ）で派遣される陸上自衛隊の宿営地などを視察し、安全保障関連法に基づく「駆けつけ警護」の任務を与えるかどうかの判断材料にする予定だった。
産経新聞2016.9.16 10:16更新 
稲田朋美防衛相、中国人工島に対し「日米共同巡行作戦」明言　カーター米国防長官と会談　中国の東・南シナ海進出で「懸念」共有　

１５日、米首都ワシントンのシンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）で講演する稲田朋美防衛相（加納宏幸撮影） 
　【ワシントン＝加納宏幸】訪米中の稲田朋美防衛相は１５日、就任後初めてカーター国防長官と国防総省で会談した。北朝鮮による５回目の核実験を受け、両氏は「明白な国連安全保障理事会決議違反であり、日米両国に対する安全保障上の重大な脅威だ」とし、日米の緊密な連携を確認。中国の東・南シナ海進出に対する「懸念」を共有した。
　会談では、稲田氏が中国公船による尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺での領海侵入を挙げて「わが国主権の侵害であり、断固受け入れられない」と指摘した。
　これに対し、カーター氏は尖閣諸島について「日米安全保障条約第５条の下でのコミットメントの範囲に含まれる」と応じ、日本の施政下にあり米国の日本防衛義務の対象であるとの立場を重ねて強調。「核の傘」を含む拡大抑止への米国の関与も再確認した。
　稲田氏は昨年９月に成立した安全保障関連法に基づく新任務に関する訓練を開始したと説明し、カーター氏が支持を表明した。
　これに先立ち、稲田氏はシンクタンク、戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）で講演し、中国による東シナ海での領海侵入や南シナ海の軍事化を「現状を変更し、既成事実を作る試み」と非難し、「東・南シナ海でルールを変えようとする強制的な試みを見過ごせば、その影響は西太平洋にとどまらないグローバルなものになる」と指摘した。
　また、米海軍が南シナ海で実施する「航行の自由」作戦を支持し、「海上自衛隊と米海軍の共同巡航訓練、地域の海軍との共同訓練、沿岸諸国への能力構築支援を通じて南シナ海への関与を強める」と述べた。
　稲田氏はその一方で「中国のカウンターパートと率直な議論を行う機会を追求する」と語り、中国の常万全国防相に会談を呼びかける考えを示した。
自衛隊機差し止め初判断へ＝厚木基地訴訟、１０月に弁論－最高裁
　米軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県）の周辺住民ら約７０００人が、騒音被害を理由に国を訴えた第４次訴訟の上告審で、最高裁第１小法廷（小池裕裁判長）は１５日、当事者双方の意見を聴く弁論期日を１０月３１日に指定した。
　判決は、早ければ年内にも言い渡される。一、二審が認めた自衛隊機の夜間早朝の飛行差し止めについて、最高裁として初の判断を示す。二審が認めた将来分の賠償についても判断する。（時事通信2016/09/15-18:39）
厚木基地騒音訴訟、二審見直しか　自衛隊機差し止めで10月に弁論

共同通信2016/9/15 18:50

　米軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県）の騒音被害を巡り、周辺住民が国に夜間・早朝の飛行差し止めや損害賠償などを求めた第4次訴訟で、最高裁第1小法廷（小池裕裁判長）は15日までに、飛行差し止めを求めた行政訴訟について、10月31日に上告審弁論を開くと決めた。年内にも判決を言い渡す見通し。

　最高裁は通常、二審の結論を変更する際に弁論を開く。午後10時～翌日午前6時の自衛隊機飛行差し止めを命じた二審東京高裁判決が見直される可能性がある。

厚木基地騒音訴訟、最高裁が上告受理　年内にも判決
朝日新聞デジタル2016年9月15日17時33分
　米軍と自衛隊が共同で使う厚木基地（神奈川県）の周辺住民らが、国を相手に航空機の飛行差し止めや騒音被害に対する損害賠償を求めた訴訟で、最高裁第一小法廷（小池裕裁判長）は１５日、双方の上告を受理する決定をし、当事者の意見を聞くための弁論を１０月３１日に開くことを決めた。飛行差し止めや賠償額について判断を示すとみられ、判決は早ければ年内にも言い渡される見通し。
　２０１４年５月の一審・横浜地裁判決は、「騒音は限度を超えている」として、全国で初めて自衛隊機の夜間と早朝の飛行差し止めを国に命じた。約７０億円の支払いも命じた。
　昨年７月の二審・東京高裁判決も、自衛隊機の一部飛行差し止めを支持。さらに、「今後も騒音被害が継続する可能性が高い」として、米空母艦載機が別の基地に移転する計画を考慮し、２０１６年末までの「将来分」の損害賠償を認め、国の賠償額を約９４億円に増額した。
自衛隊機飛行差し止め認定　厚木訴訟二審　見直しか

東京新聞2016年9月16日 朝刊

 　米海軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県大和市、綾瀬市）の航空機騒音被害を巡る第四次厚木基地騒音訴訟の上告審で、最高裁第一小法廷（小池裕裁判長）は十五日、原告の住民、国側双方の意見を聞く弁論を十月三十一日に開くことを決めた。早ければ年内にも判決が言い渡される。

　最高裁は二審判決を見直す場合、弁論を開くのが通例。二〇一六年末まで自衛隊機の深夜・早朝の飛行差し止めを認めた二審判決が見直される可能性がある。

　また、第一小法廷は、騒音被害による同年末までの損害賠償を認め、国に総額計約九十四億円の支払いを命じた二審判決を不服とした国側の上告受理申し立てを受理。基地騒音訴訟で初めて認められた将来分の賠償について、自衛隊機の飛行差し止めと併せて判断を示すとみられる。

　騒音被害で大きな比重を占める米軍機は一七年ごろ、岩国基地（山口県）への移転が見込まれている。

　一五年七月の二審東京高裁判決は、航空機騒音について「住民の睡眠を妨害し、健康に影響を及ぼす重要な利益の侵害だ」と指摘。米軍機の移転時期を踏まえ、賠償と自衛隊機の飛行差し止めの時期を一六年末までに区切った。

　一四年五月の一審横浜地裁判決は、基地騒音訴訟で初めて自衛隊機の深夜・早朝の飛行差し止めを命じ、二審も支持。米軍機の飛行差し止めの訴えは、一、二審とも退けた。

民進新代表に蓮舫氏＝女性初、党勢回復へ「先頭に立つ」－野党共闘、従来路線を尊重


民進党の臨時党大会で新代表に決まり、気勢を上げる蓮舫氏＝１５日午後、東京都港区
　民進党は１５日、臨時党大会を東京都内のホテルで開き、蓮舫代表代行（４８）を新たな代表に選出した。旧民主党時代を含め、女性が党首に就くのは初めて。蓮舫氏は選出後のあいさつで、「重責をしっかり受け止め、（政権与党として）選んでもらえる政党に立て直していく先頭に立ちたい」と述べ、低迷が続く党勢回復に決意を表明した。
〔写真特集〕蓮舫氏～タレントから大臣、そして？～
　蓮舫氏の任期は２０１９年９月末までの３年間。野党第１党として、次期衆院選などでの野党共闘にどう臨むかが焦点となる。蓮舫氏はＴＢＳなどの番組で共闘について、「公党間の約束だから重い」と従来路線を尊重する考えを示しつつ、「（衆院選は）政権選択を目指す選挙だから、私なりの考え方で臨ませてほしい」とも語った。
　蓮舫氏は速やかに新幹事長を決め、１６日午後の両院議員総会で承認を得たい考え。新執行部は２６日召集の臨時国会や、１０月２３日投開票の衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙への対応に当たる。
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　党内では、幹事長に枝野幸男氏の再任や安住淳国対委員長の起用が取り沙汰されている。蓮舫氏は１５日夜のＮＨＫ番組で、自身が参院議員であることから衆院からの幹事長起用を表明。「（自分は）若手と女性を兼ね備えている。私にないものを持っている人を中心に考えたい」と述べた。
　代表選は蓮舫氏と前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）の３氏で争われた。当初は次期衆院選での共産党との共闘の是非や憲法改正などが争点に挙がったが、３氏とも党内の幅広い支持獲得を優先したため論戦は深まらなかった。蓮舫氏は台湾籍との「二重国籍」問題が発覚、批判を招いた。ただ、高い知名度を武器に国会議員票、地方票とも支持を集め、前原氏らを大差で破った。
　投票結果は、党独自の換算によるポイント数で蓮舫氏５０３、前原氏２３０、玉木氏１１６。蓮舫氏が総計８４９ポイントの過半数を１回目の投票で獲得し、当選を決めた。
　代表選の実施は、今年３月に旧民主、旧維新両党が合流して民進党が発足してから初めて。初代代表の岡田克也氏の任期満了に伴い、国会議員に加えて国政選挙の公認候補予定者や地方議員、党員・サポーターが参加して行われた。　
◇蓮舫氏略歴
　蓮舫氏（れんほう）青山学院大法卒。行政刷新担当相、首相補佐官、党代表代行。参院東京選挙区、当選３回。４８歳。（野田グループ）（時事通信2016/09/15-22:10）
蓮舫氏が民進代表に　「信頼積み重ねていく」

東京新聞2016年9月16日 朝刊

　民進党は十五日午後の臨時党大会で、党所属国会議員らによる投票を経て、新代表に蓮舫代表代行（４８）を選出した。民主党時代を通じ、女性の代表は初。任期は二〇一九年九月末までの三年間。蓮舫氏は就任後の記者会見で、党勢回復について「民進党を（国民に）選択してもらえる政党にしたい。私たちには政策も対案も人材もある。信頼を積み重ねていく」と述べた。　

　代表選には蓮舫氏と前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）が立候補。国会議員と国政選挙の公認内定者、地方議員、党員・サポーターが投票し、ポイント換算。蓮舫氏が全八百四十九ポイントのうち六割近い五百三ポイントを得た。前原氏は二百三十ポイント、玉木氏は百十六ポイントだった。

　安倍晋三首相が意欲を示す改憲については、国会の憲法審査会には参加するとした上で「性急すぎる論点整理には慎重に対応する」との方針を示した。同日夜のＮＨＫ番組では、党憲法調査会で議論を始める考えを示した。

　野党共闘については「これまでの公党間の合意はリセットできない」と、基本的枠組みは維持する考えを示した上で、次期衆院選については「綱領や政策の一致しない党と連立政権を目指すのは難しい」と述べた。

　蓮舫氏は党大会直前に台湾籍が残っていると分かったことについて、投票前の演説で「不確かな記憶による発言で迷惑をかけ、おわびする」と陳謝。記者会見で「私自身は（台湾）籍を放棄したと認識し、合わせて今、放棄する手続きに入っている。努力してきた部分も含め違法ではないと考えている」と主張した。

＜蓮舫氏（れんほう）＞　青山学院大卒。報道キャスターを経て０４年に参院初当選。行政刷新担当相、首相補佐官、民主党幹事長代行。１６年３月から民進党代表代行。４８歳。東京選挙区、参院当選３回

産経新聞2016.9.16 08:01更新 
【民進党代表選】“蓮舫人気”ありきの代表選　民進党に危機感なし
　民進党の蓮舫新代表は、代表経験者の前原誠司元外相と若手の玉木雄一郎国対副委員長を寄せ付けず圧勝した。日本国籍と台湾籍のいわゆる「二重国籍」問題が浮上しても票が動かない“蓮舫人気”ありきの代表選だった。
　「衆院解散はいつあってもしっかり戦っていく態勢をすぐ整える」
　蓮舫氏は１５日の会見で、次期衆院選への意気込みをこう語った。党内には支持率が低迷する中で「蓮舫氏のお茶の間人気で旧民主党のイメージを払拭し、選挙に備えたい」（中堅議員）との思いもふくらむ。
　蓮舫氏が自身の二重国籍を明らかにした１３日に締め切られた郵便投票のポイント数では、党員・サポーターの約７割（１６７ポイント）を蓮舫氏が獲得。２位の前原氏（５２ポイント）に約３倍の差をつけて圧倒した。
　蓮舫氏が同日に「二重国籍」を明らかにすると、前原、玉木両氏の陣営から批判が噴出。松原仁元国家公安委員長らは１５日の臨時党大会前に開かれた常任幹事会で、「民進党の危機ではないか」などと批判したが、党内に蓮舫氏を敬遠する空気は広がらなかった。
　蓮舫氏は代表選中盤で党所属国会議員（１４７人）のうち約６５人の支持を固めていたが、二重国籍の逆風を受けず、最終的には８０人まで支持を広げた。
　「蓮舫執行部になって党の支持率が下がったら最悪のシナリオだ」
　民進党最大の支持団体である連合幹部は、今後の世論の反応に危機感を募らせる。
産経新聞2016.9.16 01:20更新 
【蓮舫研究（上）】「国籍問題」認識薄い「バリバリの保守」　安保で揺れる発言　「９条絶対守る」は譲らない
　「１７歳になったとき、父は言った。『日本国籍が取れる。お前が選べ。国際社会で不安定な地位に置かれやすい台湾なのか、それともお前が生きてきた、生まれ育った平和な日本なのか』。悩んで考え、日本人を自らの意思で選択した。それ以降、今日まで日本人であることを誇りに思い、わが国を愛している」
　民進党の新代表を決める１５日の臨時党大会。蓮舫氏は国会議員らによる投票直前の決意表明で、そう訴えた。
　しかし、台湾籍の除籍手続きが今も済んでいないことは「私の不確かな記憶や発言で、ご迷惑をおかけしたことをおわびします」と述べただけ。台湾籍が残ったまま首相の座を狙う党代表に就任する問題は素通りした。
　ここにこそ、「国籍」に対する基本認識の薄さが浮かび上がる。
　国籍法１６条は「（日本国籍）選択の宣誓をした日本国民は、外国の国籍の離脱に努めなければならない」と定めている。努力義務規定とはいえ、３１年間も違法状態を続けていた。旧民主党政権時代の平成２２年には入閣もしている。演説を聞いた民進党議員は「愛国心を語る前に、まず台湾籍のまま閣僚になったことをわびるべきだ」と憤った。
　「台湾籍は抜いている」「生まれたときから日本人」「帰化」－。代表選の期間中、蓮舫氏の説明は二転三転した。日本国民から権力の行使を負託される首相にとって、「国籍」は重要な資質のはずだが、総括は中途半端なままだ。
　臨時党大会の壇上で蓮舫氏を戒めたのは、「偽メール事件」で旧民主党代表の座を追われた経験を持つ前原誠司元外相だった。
　「しっかり裏付けを取り見通しは甘く持たない。国民の前で真摯であること。これが私の未熟さで足りなかった。ぜひ私の失敗の経験を生かしてほしい」
　□　□　□
　「私はバリバリの保守」と豪語する。ただ、１５日の臨時党大会では、自身のいわゆる「二重国籍」の問題と同様に、国家運営の根幹にかかわる憲法や安全保障、共産党との協力関係についても踏み込んだ発言はなかった。
　蓮舫氏は戦力不保持をうたう憲法９条を「絶対守る」と譲らない。自衛隊の存在も、歴代政権の国会答弁を踏まえ、「戦力ではない」と指摘。あえて９条を改正して明記する必要はないとの立場を取る。
　「戦争法案絶対反対！　今日はこの一言だけ挨拶させていただきたい」
　市民団体が昨年７月２６日に国会前で開いた安全保障関連法案の反対集会に参加し、共産党が安保法案のレッテル貼りに使う「戦争法案」という言葉を使った。そして「戦後世代の私たちは空気のように平和を抱きしめているが、この平和を守り続けてきたのが憲法９条だ」と力説した。
　「安全保障は『リアリスト』でなければならない」とも語る。武力攻撃に至らない「グレーゾーン事態」に対処するため、旧民主党が提出した領域警備法案を重視する。集団的自衛権は認めず、あくまで個別的自衛権にこだわる立場だ。
　もっとも、今月１日の産経新聞のインタビューで、改正する関連１１法を２案にまとめた安保関連法案を「いいものと悪いものが混じる玉石混交だった」と指摘。「その途中を全部端折って『戦争法案』というのは、ミスリードする言い方だった」と振り返った。ここでも言葉が揺れた格好となった。
　１３日の日本外国特派員協会の記者会見では、軍事力を背景に東シナ海への海洋進出を強める中国などへの対応について「日米関係を基軸に中国との関係をもう少し丁寧に重視していくべきだ」と述べるにとどめ、具体論を示さないまま。
　岡田克也前代表が封印した安倍晋三政権下での憲法改正論議は、「国会の憲法審査会で堂々と議論する」と述べ、“解禁”を明言。今回、蓮舫氏陣営に加わった細野豪志元環境相は「改正条文の選定について具体的に党の考えをまとめることで蓮舫氏と合意した」と周囲に語っている。
　しかし、蓮舫氏は「憲法の問題が最優先か、もう一度考えないといけない」とも強調。改正項目の一例として地方自治を挙げたが、その理由については「今の時代の日本の国のあり方に向いていない」と指摘するにとどめている。
　□　□　□
　憲法や安全保障を見極める上で指標となるのが、共産党との選挙協力の是非だ。共産党は綱領に自衛隊解消を掲げ、日米安全保障条約の廃棄も目指す。「日米同盟の深化」を掲げる蓮舫氏とは、本来「水と油」の関係といえる。
　蓮舫氏は代表選で「政権選択の衆院選は綱領や政策の異なる政党と政権を目指すことはあり得ない」と断言する一方、「選挙は与党対野党のシンプルな構図が一番だ」とも語る。衆院選挙区で共産党が候補を取り下げることを期待するような発言も繰り返した。
　こうした姿勢をみて、新代表に期待感を膨らませたのが共産党だ。志位和夫委員長は１５日の記者会見で、「次の衆院選でもできる限りの協力を行うことを（野党４党で）確認している」と迫ってみせた。
　蓮舫氏は「民進党が国家像を示し、候補者をどうするかは他の野党が考えること」と強気だ。ただ、国家観が希薄なままでは、党全体を納得させる国家像を示すどころか、衆院選でも共産党に主導権を握られる可能性がある。
　◇　
　民進党の新代表になった蓮舫氏とは、どのような人物なのか。生い立ちや政治家としての素質、目指している政策などを検証する。
蓮舫氏、党再生へ決意　「巨大与党と対峙」

共同通信2016/9/16 01:13
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民進党の代表選を終え、気勢を上げる（右から）蓮舫新代表、玉木雄一郎国対副委員長、前原誠司元外相＝15日午後、東京都内のホテル　民進党は15日午後、東京都内のホテルで臨時党大会を開き、所属国会議員らによる投票を経て蓮舫代表代行（48）を新代表に選出した。蓮舫新代表は就任記者会見で党再生へ決意を表明。選出直後のあいさつで「向かうべきは巨大与党だ。与党と対峙する」と訴えた。主要な役員人事の検討に着手し、16日の両院議員総会で決定する見通しだ。党内には、日本と台湾の「二重国籍」問題を抱えた蓮舫氏の代表就任への反発もあり、挙党態勢構築が課題となる。

　蓮舫氏は人事について記者会見で「まだ白紙だ。皆さんに支えてもらう代表でありたい」と述べるにとどめた。

地方票で蓮舫氏圧勝＝３９都道府県でリード－民進代表選
　１５日の民進党代表選で勝利した蓮舫氏は、党員・サポーターと地方議員を合わせた「地方票」で、全体の６割を超す２９３ポイントを獲得した。４７都道府県のうち１９県でポイントを独占するなど３９都道府県で他候補をリード、全国的な人気を見せつけた。支援した労組系議員の組織力も圧勝に寄与したとみられる。
　地方票は総計４３７ポイント。地方議員票は全国単位、党員・サポーター票は都道府県ごとに集計、各候補の得票数に応じてポイントを比例配分する仕組み。前原誠司氏は地元京都を含む３府県で、玉木雄一郎氏は地元香川のみで勝利するにとどまった。残る４県は両氏のいずれかと蓮舫氏が同数だった。


　地方票の開票後に行われた国会議員と国政選挙公認予定者の投票でも、蓮舫氏が２１０ポイントと過半数を獲得し、１２８ポイントで２位の前原氏に水をあけた。敗れた前原氏は「あれだけ地方票で差をつけられると、なかなか決選投票に持ち込むのは難しい」と脱帽した。
　蓮舫氏は選挙期間中、台湾との「二重国籍」を否定し続け、台湾籍を残していたことを最終盤の１３日になってようやく認めた。郵送で行われた地方票投票はこの日に締め切られ、国籍問題は投票行動にほとんど響かなかったとみられる。

◇民進代表選の投票結果（数字はポイント）
　　　　　　　　　　　　　蓮舫氏　　　前原氏　　　玉木氏
党員・サポーター　　　　　１６７　　　　５２　　　　１２
地方議員　　　　　　　　　１２６　　　　５０　　　　３０
国会議員と公認予定者　　　２１０　　　１２８　　　　７４
合計　　　　　　　　　　　５０３　　　２３０　　　１１６
（時事通信2016/09/15-17:49）
民進党代表選　各候補演説の要旨

東京新聞2016年9月16日 朝刊

 　１５日の民進党代表選で、候補者３人が国会議員らの投票前に行った演説の要旨は次の通り。

◆蓮舫氏　名前の蓮は平和の象徴

　台湾で生まれ育った父と、日本人の母の下に生まれた。不確かな記憶と発言で迷惑をかけ、おわびする。

　台湾に生まれ、激動の時代を生きた祖母は、女の子の孫が生まれたら蓮（はす）という字をつけてほしいと強く願った。蓮は平和の象徴。平和への願いを込めてつけてくれた蓮舫という名前に私は誇りを持っている。

　十七歳になって父が言った。「日本国籍が取れる。お前が選べ」。自らの意思で日本人を選択した。

　結婚し双子が生まれた。喜びと同時に、育児は本当にストレスになると学んだ。仕事に復帰し、子どもの問題を取材して思ったのは、社会の絆が壊れ、そのはざまに弱い子どもたちが置かれていることだった。

　一人親（世帯）は二人に一人の子どもが貧困。大学は二人に一人が奨学金。出るときは平均三百万円の借金。四割が非正規雇用。結婚できない。これを「自己責任」と言い放つ今の政治に決別したい。だれもが願えば仕事があり、子どもを産み育て、シニアライフが送れる安心の好循環をつくることこそ、今の政権とは全く違う、私たちの国のかたち。選んでもらえる民進党をつくりたい。

◆前原氏　私の失敗経験生かして

　十一年前、私は四十三歳で代表になったが「偽メール事件」が起き、七カ月で辞めた。蓮舫さんが代表になったら、私の失敗の経験を生かしてもらいたい。

　私は（今回の代表選で）十一カ所の演説会場でおわびしてきた。多くの国民は「（民進党は）反省していない」という思いを強く持っていると肌身で感じる。深い反省がなければ、次のステップに行けない。

　今回「オール・フォー・オール」という考え方を示した。皆さんから応分の負担をもらい、すべての方の不安を払拭（ふっしょく）し、受益者になってもらう。負担がすべてサービスとなって返ってくる。（その結果）生活が良くなることを、財源論から逃げずに示そうではないか。

　自己責任、経済成長優先、株価優先で年金を勝手に株に投資するような今の政権への対立軸を示さないで、われわれの存在意義がどこにあるのか。

　政権交代を目指さない野党第一党に存在価値はない。もう一度、皆さんと一緒に政権交代したい。死ぬに死ねない、その思いだけだ。冷たい自己責任の自民党に代わる、もう一極をつくろう。それがわれわれに期待した国民に対して果たせる、唯一の選択肢だ。

◆玉木氏　いいこともやったのに　

　落選して（地元の香川県で）活動していたとき、街頭演説をしている私のところにおばあさんが駆け寄ってきて「これでうどん食べまい」と千円を握らせてくれた。「あんたを信じとるよ。いい世の中をつくってな」と言われた。

　皆さん、こうしたかけがえのないストーリーをお持ちだと思う。しかし今、私たちはそうした思いに応えていける状態にあるか。強い危機感を感じている。

　（政権を失って）四年もたっている。私たちは何度も総括や反省をやってきた。一方で私たちは高校無償化、農家の所得増など、いいこともいっぱいやったが、国民はほとんど理解してくれない。

　税金が入っている事業の透明化も、羽田空港の国際化やビザ取得の緩和も、すべて安倍政権がやったようにとらえられている。悔しい。反省したり、対案として法案を出し続けるだけで、今の党の状態を変えることができるのか。

　満足にご飯を食べられない子どもたちがいる現実に、いま一度真剣に向き合う必要がある。私たちの心からの思いが国民に伝わっていないから、私たちの支持率は上がらない。再び政権を担うことができる政党に民進党を変えたい。
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蓮舫氏、党員票で圧勝　「新顔」に期待 
日経新聞2016/9/16 0:46
　民進党代表選は蓮舫氏が国会議員、党員・サポーター、地方議員のすべてで前原誠司元外相と玉木雄一郎国会対策副委員長を制した。とりわけ党員・サポーター票は２位の前原氏に３倍以上の差をつけて圧勝。低迷続きの党勢を背景に次期衆院選の「新顔」として党員らの期待を集めたほか、党を支援する労働組合に近い国会議員を押さえたためだ。
　蓮舫氏は有権者が最も多い地元・東京など都市部でリードを稼いだ。旧社会党や旧民社党出身の議員の支持を得たことから、労働組合の力が強く「民主王国」と呼ばれた北海道や愛知でも他の２候補を圧倒した。
蓮舫氏の横顔＝民進党代表選
◇もろ刃の剣の発信力
　タレント活動で得た知名度に加え、切れ味鋭い国会質問で名を上げた。高い発信力は誰もが認めるが、旧民主党政権の事業仕分けでは「２番じゃ駄目なんですか」と科学技術予算削減に切り込み、代表選前には岡田克也前代表を「つまらない男」と評し、いずれも物議を醸した。
　父は台湾人、母は日本人。ツイッターのフォロワー（読者）数は４０万人を誇る。１９歳の双子の息子と娘の母。子どもの前では国会での厳しい口調から一転、「子離れできない甘い母」になるという。４８歳。（時事通信2016/09/15-15:06）
旧民主党・民進党の歩み
【民主党時代】
２００９年　８月　衆院選で圧勝し政権交代
　　１２年１２月　衆院選で大敗して下野
　　１３年　７月　参院選で惨敗。改選前の４４議席から１７議席に大幅減
　　１４年１２月　衆院選で改選前から１１増となる７３議席を獲得したが、海江田万里
　　　　　　　　　代表が落選
　　１５年　１月　岡田克也氏が代表に
　　　　　１２月　民主、維新の党が衆院で統一会派結成
【民進党時代】
　　１６年　３月　民主、維新が合流し、民進党を結党
　　　　　　４月　衆院補選。京都３区の公認候補は当選、北海道５区で推薦候補は自民
　　　　　　　　　候補に敗北
　　　　　　５月　民進、共産、社民、生活の野党４党で安倍内閣不信任案を提出
　　　　　　７月　参院選の全ての１人区で野党４党が候補者を一本化
　　　　　　　　　民進党は３２議席獲得。岡田氏が代表選不出馬表明
　　　　　　９月　新代表に蓮舫氏選出
（時事通信2016/09/15-15:15）
蓮舫新代表の発言要旨＝民進
　１５日の民進党大会で選出された蓮舫新代表の発言要旨は次の通り。
　【党大会】
　重責をしっかり受け止め、選んでもらえる政党に立て直していく先頭に立ちたい。これから向かうべきは巨大与党だ。批判ではなく私たちの提案力で堂々と闘い、選択してもらえる政党に一緒にしていただきたい。いばらの道かもしれないが、登り続けて、しっかり政権を担っていきたい。皆さんの力、能力を貸してほしい。一緒になって民進党を立て直す。
　【記者会見】
　－党勢回復にどう取り組むか。
　信頼がなければ支持率にはつながらない。時間をかけて丁寧に、信頼される政党にしていきたい。臨時国会の論戦の準備にすぐ入り、衆院東京１０区、福岡６区の補選で勝てる態勢を早々に整えたい。
　－新生民進党を一言で表すとすれば。
　新世代の民進党だ。年齢ということではなく、皆が新しい世代をつくり、全員野球で前に進めていく。（新執行部の）人事はまだ白紙だ。誰が適任かしっかり考えたい。
　－憲法改正議論への対応は。
　立法府の一員として、（国会の）憲法審査会が開かれれば参加していく。ただ、性急すぎる論点整理や国民が関心を持たない中での与党の運営が想定されれば、慎重に対応していく。党内議論のための調査会を設けることは検討したい。
　－自身の「二重国籍」問題について。
　私は（台湾）籍を放棄したとずっと認識していた。今、放棄の手続きに入っており、違法ではないと考えている。信頼していただくため、党内外にしっかりその都度説明していきたい。（時事通信2016/09/15-18:46）
しんぶん赤旗2016年9月16日(金)

野党と市民の共闘を総選挙でも発展させたい　民進党新代表選出で　志位委員長

　日本共産党の志位和夫委員長は１５日、党本部で記者会見し、民進党代表選で蓮舫代表代行が新代表に選出されたことをうけ、「新代表に選出された蓮舫さんにまずエールを送ります」と述べ、「参議院選挙で大きな成果をあげた野党と市民の共闘を、次の総選挙でも大きく発展させていきたい。そのために、民進党の新執行部のみなさんとも話し合っていきたい｣と表明しました｡
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝15日、党本部


　志位氏は、蓮舫新代表の下での野党共闘のあり方について問われ、「これまでの４野党党首会談、書記局長・幹事長会談でも繰り返し、次の総選挙においてもできる限りの協力をやっていこうということが確認されています。その確認の上にたって話し合いをしていきたい」と強調しました。

　そのうえで、総選挙での野党の協力について、「新しいいろいろな課題もあるでしょうし、政権についての前向きの合意を得る努力も必要だと思います。そうしたことも含めて話し合いをやっていきたい」と語りました。

しんぶん赤旗2016年9月16日(金)

新潟知事選、衆院補選でも野党共闘を実現し勝利を　志位委員長が会見

　日本共産党の志位和夫委員長は１５日の党本部での会見で、１０月の新潟県知事選と衆院東京１０区補選、福岡６区補選での野党共闘について記者の質問に答えました。

　志位氏は、新潟県知事選について「ぜひよい形の共闘をつくり、勝利を勝ち取りたい」と答えました。両衆院補選については「総選挙の前哨戦という位置づけにもなります。わが党としては、野党共闘を実現して勝利を勝ち取るという立場で臨み、その立場で民進党と話し合いをして前向きの結論を得たい」と述べました。

安倍首相「私は国政選挙４連勝」民進の蓮舫代表選出受け
朝日新聞デジタル2016年9月15日20時49分
　安倍晋三首相（自民党総裁）は１５日、都内で講演し、民進党代表に蓮舫参院議員が選出されたことを受け、「総裁の在任期間４年で、（旧民主党と）民進党の代表は４人目になったが、私は国政選挙４連勝。これは、戦後、佐藤栄作元首相と並ぶこと」と述べ、自身が安定政権を築いているとの自信を見せた。講演の出席者が明かした。
　蓮舫氏については「弁舌の切れが良く、豊富な政治経験がある」と評し、「寛容な心でしっかり議論し、結論を出していきたい」とした。
安倍首相「正々堂々の議論を」　蓮舫代表に 
　安倍晋三首相は15日夜、都内での会合で、民進党新代表に蓮舫氏が選出されたことに関し「党首同士で正々堂々の議論をさせてほしい」と語った。公明党の山口那津男代表は国会内で記者団に「健全な野党が存在することが民主主義の価値を高くする」との認識を示した。
　先の参院選で民進党と共闘した共産党の志位和夫委員長は「大きな成果をあげた野党と市民の共闘を次の選挙でも大きく発展させたい」と強調。新執行部とも協議していく考えを表明した。日本維新の会の馬場伸幸幹事長は「二重国籍など問題は残っている。国民に対する説明責任を果たしてほしい」と注文をつけた。
「女性の政界進出は喜ばしい」　菅氏、蓮舫新代表就任に
朝日新聞デジタル2016年9月15日19時48分
■菅義偉・官房長官
　（共産党の志位和夫委員長が民進党の蓮舫氏の新代表就任で「参院選で大きな成果をあげた野党と市民の共闘を次の総選挙でも大きく発展させたい」と述べたことに）参議院選挙で大きな成果をあげたんでしょうか。極めて疑問かなと思う。いずれにしろ、国民の皆さんに自らの党の政策というものをしっかり打ち出して、国会の場で議論することを望みたい。
　女性の野党第１党の党首は、（社会党の）土井たか子さんのようにかつて存在していた。安倍内閣は女性の輝く社会の実現を目指しているので、政治の世界においても、女性の皆さんが進出して活躍することは喜ばしい。（記者会見で）
蓮舫体制でも共闘維持を＝３野党－維新は「二重国籍」追及
　民進党の新代表に蓮舫氏が選出されたことを受け、共産党など３野党からは１５日、共闘態勢の維持を求める声が相次いだ。一方、民進党と距離を置く日本維新の会などは蓮舫代表の「二重国籍」を問題視し、追及していく姿勢を示した。
　共産党の志位和夫委員長は記者団に、「野党と市民の共闘を次の衆院選で大きく発展させたい。（衆院選後の）政権について前向きの合意を得る努力も必要だ」と述べ、蓮舫氏ら新執行部に協議を呼び掛ける意向を表明した。生活の党の小沢一郎代表は談話で「野党共闘のさらなる推進に奮闘してほしい」と激励。社民党の又市征治幹事長も、共闘強化を求める談話を発表した。
　これに対し、維新の馬場伸幸幹事長は記者会見で二重国籍問題に触れ、「党代表がきちっと説明を果たさない状況で、他党、与党、政府にいろいろ注文を付けることには疑問を感じる」と蓮舫氏をけん制。日本のこころを大切にする党の中野正志幹事長は談話で「重大な問題で発言を二転三転させる者に政党代表者たる資格はない」と批判、蓮舫氏に代表辞任と議員辞職を求めた。　（時事通信2016/09/15-19:31）
「脅威にならず」の声も＝野党共闘の出方注視－与党
　民進党新代表に就任した蓮舫氏について、政府・与党内には「発信力の高い方」と一目置く声がある一方、蓮舫氏が台湾籍との「二重国籍」問題を抱えていることもあり、「脅威にはならない」（自民党中堅）との見方が出ている。
　与党は、蓮舫氏率いる民進党と、臨時国会や１０月の衆院２補選で対決することになるが、まずは野党共闘などをめぐる出方を見極める構えだ。
　安倍晋三首相は１５日、東京都内で講演。出席者によると首相は「弁舌のキレ、豊富な政治経験、党首同士で正々堂々の議論をさせてもらいたい」とエールを送り、対決姿勢を抑えた。公明党の山口那津男代表も「建設的な立場で具体的な政策を提案していただき、論議を深めていきたい」と述べた。
　衆院東京１０区と福岡６区両補選や次期衆院選では、７月の参院選１人区で行われた野党共闘が踏襲されるかが焦点。菅義偉官房長官は記者会見で「参院選で（共闘は）多くの成果を挙げたのか。極めて疑問だと思う」と挑発気味に語り、野党共闘をけん制した。将来の衆院くら替えに意欲を示す蓮舫氏に対しては「自分の選挙区に出て来たら厄介だ」（東京都選出議員）と警戒する声も上がる。
　一方、二重国籍をめぐる蓮舫氏の対応には、与党から厳しい視線が注がれている。自民党の古屋圭司選対委員長は記者団に「リーダーになる人は、発言が二転三転するのは好ましいことではない」と指摘。公明党幹部の一人も「発言がころころ変わり、信頼性が問われている。発信力は高いが、内容はうそか本当か分からない」と語った。
　二重国籍問題に関し、首相周辺は「私たちから取り上げるつもりはないが、（首相と近い）日本維新の会が徹底的に追及するだろう」と述べ、火種としてくすぶり続けるとの見方を示した。（時事通信2016/09/15-21:52）
憲法改正・台湾籍騒動…民進代表に蓮舫氏、問われる手腕
朝日新聞デジタル2016年9月15日18時44分

民進党の新代表に選ばれ、あいさつする蓮舫氏＝１５日午後、東京都港区、岩下毅撮影


　民進党代表選が１５日、投開票され、蓮舫代表代行（４８）が前原誠司元外相（５４）と玉木雄一郎衆院議員（４７）を破って新代表に選ばれた。次期衆院選に向け、共産党などとの野党共闘に向けた関係構築や、安倍政権のめざす憲法改正にどう向き合うか。新代表の手腕が問われる。
　蓮舫氏は国会議員と国政選公認内定者、地方議員、党員・サポーターに幅広く浸透。１回目の投票で６割近いポイントを獲得し、圧勝した。党員・サポーターの投票率は４０・８９％。新代表の任期は２０１９年９月末まで。
　野党第１党の党首に女性が就任するのは１９８６年の旧社会党・土井たか子委員長以来。民主党時代を含めて党代表に女性が就くのは初めて。蓮舫氏は臨時党大会で「今の政権と向き合い、批判ではなく提案。国のあり方をもってしっかりと戦って選択して頂ける政党にしたい」と述べた。
　当選後の会見では安倍政権のめざす憲法改正について、国会での議論に「しっかりと参加していく」と表明。党内に調査会を設け、議論を具体化していく意向も示した。一方で、「性急すぎる論点整理には慎重に対応していく」と述べ、時間を掛けて議論すべきだとの考えを示した。【続きあり】
産経新聞2016.9.15 23:24更新 
【民進党代表選】蓮舫新代表、政府・与党ひとまず「歓迎」　維新は二重国籍問題追及へ　共社は共闘継続に期待
　民進党の蓮舫新代表が１５日に就任したことに対し、政府・与党からは「国会で具体的な政策論争を建設的に行えることを期待したい」＝菅義偉（すがよしひで）官房長官＝といった歓迎の声が出た。７月の参院選で民進党と共闘した他の野党は共闘継続を要望した。一方、自民党の一部や日本維新の会は蓮舫氏の「二重国籍」問題は説明責任が果たされていないとして今後追及する構えを見せている。
　安倍晋三首相は１５日、東京都内での講演で、蓮舫氏の代表就任について「寛容の心で、しっかりと議論したい」と述べた。講演の出席者が明らかにした。公明党の山口那津男代表も国会内で記者団に「国会で建設的な立場で具体的な政策を提案して、論議を深めてほしい」と期待を寄せた。
　ただ、蓮舫氏の「二重国籍」問題が尾を引くのは確実だ。菅氏は記者会見で「自身で国民に説明すべき問題だ」と述べるにとどめたが、自民党の古屋圭司選対委員長は蓮舫氏の説明が二転三転したことについて「リーダーの説明がころころ変わるのはよくない」と資質に疑問を呈した。
　国会議員の二重国籍を禁じる法案の国会提出を検討している維新の馬場伸幸幹事長も「説明責任を果たしていない状況で政府・与党に注文を付けるのはいささか疑問を感じる」と語り、２６日召集の臨時国会で追及する考えを示した。日本のこころを大切にする党の中野正志幹事長は談話で「政党代表者たる資格はない」と厳しく批判し、代表辞任と議員辞職を求めた。
　一方、共産党の志位和夫委員長は共闘の継続に期待を示し、社民党の又市征治幹事長も談話で「共闘強化のリーダーシップを発揮し、『アベ政治』の暴走を止める牽引（けんいん）車の役割を果たすよう強く望む」と求めた。
蓮舫氏当選、台湾与党が祝意＝交流・関係強化を期待
　【台北時事】台湾の与党・民進党は１５日、日本の民進党代表選で蓮舫氏が当選したことに祝意を表明した。台湾・民進党のスポークスマンは「台湾と関係の深い蓮舫氏が両党の交流、台日の関係を強化することを期待する」と述べた。
　一方、台湾の主要メディアは蓮舫氏当選を東京発で伝えた。蓮舫氏の二重国籍問題について、中央通信は民進党内に代表選延期を求める声もあったと指摘。１５日付の台湾紙・聯合報は、この問題を受けて、蓮舫氏の対中、対台湾政策は今後慎重になると分析した。　
　蓮舫氏は当選後に中央通信の取材に応じ、「台湾は父の故郷。私は日本で頑張っているので、台湾の皆さまにはぜひ応援してもらいたい」と語った。（時事通信2016/09/15-21:13）
蓮舫氏、幹事長人事に着手へ＝午後の両院総会で了承－民進
　民進党の蓮舫代表は１６日午前、新執行部人事に着手する。幹事長人事が焦点。内定すれば午後に開く党両院議員総会で了承される運びだ。２６日召集の臨時国会や１０月の衆院補欠選挙に向け、早期の新執行部発足を目指し、調整を急ぐ。
　幹事長人事について、蓮舫氏は１５日の民放番組で、自らは参院議員だとして「衆院での論戦力を持った人」を条件に挙げた。党内では、岡田克也前代表を支えた枝野幸男氏の再任などが取り沙汰されている。
　蓮舫氏は幹事長人事と併せ、政調会長や国対委員長などのポストも調整。「二重国籍」問題をめぐり、蓮舫氏の説明が二転三転したことに党内の不満はくすぶっており、人事では党の刷新イメージを意識しつつ、挙党態勢や安定感にも配慮するとみられる。（時事通信2016/09/16-05:14）
山崎氏「最高のリベラル去った」＝故加藤氏しのび合同葬


「加藤紘一さん告別式」の会場に掲げられた加藤紘一・元自民党幹事長の遺影＝１５日午前、東京都港区の青山葬儀所（代表撮影）
　９日に死去した加藤紘一元自民党幹事長の同党と加藤家の合同葬が１５日、東京・南青山の青山葬儀所で営まれた。「ＹＫＫ」として小泉純一郎元首相とともに盟友関係にあった山崎拓元副総裁は、加藤氏が生前、憲法９条改正に反対していたことを「君の遺言だ」と呼び掛け、「日本政界最強最高のリベラルがこの世を去った」と悼んだ。
　山崎氏はまた、加藤氏の失脚につながった「加藤の乱」について、「一度も止めなかった僕が悪かった。済まんという他ない」とわびた。小泉氏も参列し、「いずれ総理になると思っていた。惜しい人を亡くした」と弔辞を送った。
　葬儀委員長を務めた安倍晋三首相（党総裁）は「いわゆるＹＫＫとして大きな旋風を巻き起こし、自民党政治に新しいダイナミズムを与えた」と故人をたたえた。　（時事通信2016/09/15-13:08）
加藤紘一氏死去「本当に残念」　合同葬で安倍首相

共同通信2016/9/15 13:24

　9日に死去した故加藤紘一元官房長官の自民党・加藤家の合同葬が、15日正午から東京・南青山の青山葬儀所で営まれた。葬儀委員長の安倍晋三首相（党総裁）は弔辞で「あるべき日本の社会、国家像をつくるため、常に国民と心を一つにしていた先生を失ったことは本当に残念でならない」と悼んだ。

　二階俊博幹事長ら自民党幹部や、かつて「反・経世会（旧竹下派）」を掲げ「YKKトリオ」を結成した小泉純一郎元首相、山崎拓元自民党副総裁ら政財界の関係者も参列した。

　小泉氏は「なぜ首相になれなかったのか不思議だ。若い頃から非常に優秀だった。惜しい人を亡くした」と記者団に語った。
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自民党・加藤家の合同葬で祭壇に飾られた故加藤紘一元官房長官の遺影＝15日午前、東京都港区の青山葬儀所（代表撮影）

加藤紘一氏の合同葬、安倍首相が弔辞　歴代首相ら悼む
朝日新聞デジタル2016年9月15日19時05分

弔辞を述べる安倍晋三首相＝１５日午後、東京都港区の青山葬儀所、代表撮影












　自民党幹事長などを歴任した故加藤紘一氏を悼む自民党と加藤家の合同葬が１５日、東京都港区の青山葬儀所で行われ、歴代首相ら政財界などから多くの関係者が参列した。
　盟友の山崎拓元自民党副総裁は弔辞で、憲法改正の考えを問うた際、加藤氏が「９条は日本の平和を守っているんだよ」と断言したというエピソードを紹介。「まさに日本の政界、最強最高のリベラルがこの世を去った」としのんだ。２０００年の「加藤の乱」についても触れ、「一度も止めなかった僕が悪かった。すまん、と言うほかはない」と述べた。
　葬儀委員長を務めた安倍晋三首相（党総裁）は「この国の在り方を地方からリベラルな視点で考え続けた政治家として、与野党問わず多くの国会議員から尊敬の念を集めた」と弔辞を述べた。
　参列した民進党の菅直人元首相は、朝日新聞の取材に「自社さ政権のころを思い出す。自民党の中で一番親しくして頂いた。本当に残念だ」と振り返った。
　葬儀には、森喜朗、小泉純一郎両元首相や、与野党の国会議員らが訪れた。
＜辺野古訴訟＞翁長知事、県側勝訴に期待感　国に改めて協議求める

沖縄タイムス2016年9月15日 11:52

　翁長雄志知事は１５日の定例会見で、１６日の名護市辺野古の埋め立て承認取り消しを巡る違法確認訴訟の判決に関し、「私どもの考え方の方が理解して頂けると思う」と述べ、県側勝訴の判決に期待感を示した。



定例記者会見で記者の質問に答える翁長雄志知事＝１５日午前、那覇市泉崎・県庁

　知事は、判決は「地方自治の在り方、沖縄の民意、民主主義への考え方が大きく関与する」と指摘。裁判所や国地方係争処理委員会が問題解決に向け国と県に協議を促したことに触れ、「協議が問題解決の柱になる」と述べ、辺野古への移設が唯一の解決策とする国に、改めて実質的な協議を求めた。

　また、１５日に本島北部地域がやんばる国立公園に指定されたことには、「自然環境の保全と地域振興面から有益で、大変喜ばしい」と歓迎した。

　一方、北部訓練場に隣接する国立公園上空をオスプレイなどの米軍機が飛行することに関しては、「希少動植物などへの影響は極力ない方がいい」と指摘。県として自然を生かした北部の魅力づくりに力を入れる考えを示した上で、県が独自で実施している北部地域での米軍訓練による騒音などの調査結果を精査する意向を示した。

辺野古移設16日判決、高裁支部　承認取り消しの適否焦点

共同通信2016/9/15 17:45

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設問題で、国が翁長雄志知事の対応の違法確認を求めた訴訟は16日午後、福岡高裁那覇支部（多見谷寿郎裁判長）で判決が言い渡される。移設先となる沿岸部の埋め立て承認を取り消した知事の処分の適否が焦点。普天間問題の議論に影響を与えるのは必至で、結論が注目される。

　辺野古移設を巡る国と県の対立に、司法判断が示されるのは今回が初。敗訴した側は上告する方針で、年度内にも言い渡される最高裁判決で決着する見通しだ。

ヘリパッド工事、市民の通行制限　警察が車両３時間足止めも

琉球新報2016年9月15日 05:01 
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工事車両の搬入を止めようと県道７０号に座り込んで抗議する人たちと機動隊＝１４日、国頭村安波
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場での新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に反対する市民ら約１２０人は１４日午前７時すぎから、東村の高江橋に集まり約４０台の車両を橋の両端に止めて抗議行動を展開した。この日は砂利を積んだダンプカー１０台と民間ヘリコプターで資材を搬入した。国頭村安波でも抗議行動を展開した。
　機動隊は午前１１時半ごろ、ダンプカーを止めようと県道７０号に座り込んだ市民らを強制排除。３カ所で人垣をつくり、ダンプカーが全て通るまで市民らを閉じ込めた。国頭村与那で機動隊員に約３時間、車両通行を止められた市民もいた。警察は停止理由を説明しなかったという。
　ダンプカーは、Ｎ１地区ゲートから北部訓練場に入って行った。工事車両が通った後は、機動隊が県道７０号の南と北に分かれて新たな人垣をつくり、人と車の通行を約３０分にわたって制限した。通行を制限された車両の中には一般車両もあり、工事車両の搬入で足止めされたことに運転手の男性は不快感を示した。通行制限の理由について県警は「１５日以降に回答する」としている。
　人権団体「ヒューマンライツ・ナウ」の事務局長で弁護士の伊藤和子さんは「先住民の土地を軍隊のために利用してはいけないと、国連先住民権利宣言で定められている。権力の行使や人権侵害がこの場所で行われている」と指摘した。
陸自ヘリ空輸は「違法」　専門家、法解釈不可と指摘

琉球新報2016年9月15日 05:00 
　【東京】米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、防衛省が防衛省設置法第４条１９号を根拠に陸上自衛隊のＣＨ４７輸送ヘリが重機の空輸を始めたことに関して、専門家からは「違法」などと指摘する声が上がっている。
　同設置法第４条１９号には、防衛省が担当する事務として「条約に基づいて日本国にある外国軍隊（以下「駐留軍」という。）の使用に供する施設及び区域の決定、取得及び提供並びに駐留軍に提供した施設及び区域の使用条件の変更及び返還に関すること」と記載されている。防衛省はこの条文を法的根拠として、陸自に「必要な協力を行わせる」としている。
　ただ、ヘリパッド建設現場を訪れている小口幸人弁護士は「設置法は防衛省の仕事を定めた『組織法』だ」と述べ、自衛隊が行える活動を明記したものではないと指摘する。
　自衛隊の活動は自衛隊法６章に防衛出動や治安出動、災害派遣などについて首相らによって「命ずることができる」と記されている。出動可能な任務が条文に書かれている「ポジティブリスト」と解釈されている。条文に命令ができる主体が首相などと明記され、憲法９条で保持できる自衛力も「必要最小限度」とされているため、出動不可能なことを書いた「ネガティブリスト」ではないとの見方だ。
　そのため小口弁護士は同設置法第４条１９号で「投入できるというのは無理がある。そのために何でもできると解釈するのは設置法ではできないはずだ。自衛隊法違反だ」と指摘した。
　稲田朋美防衛相も１３日の記者会見で自衛隊法６章に明記されている任務について問われ「自衛隊法の何ページなの」と答えに窮し、「６章に列挙されているものには当たらないと思う」と述べるにとどめた。
高江工事への陸自ヘリ投入「日本の問題」　米、批判の転嫁懸念

沖縄タイムス2016年9月15日 07:23

安名純代・米国特約記者】沖縄防衛局が米軍北部訓練場のヘリパッド建設のために陸上自衛隊のヘリコプターを投入し、日本政府が強硬姿勢をさらに強めている現状について、米政府内では「判断したのは日本政府。日本の国内問題」と捉え、批判の矛先が自らに向けられることを懸念する。

　沖縄の米軍基地問題に関わる米国防総省高官は１３日、本紙の取材に対し「陸自ヘリ投入は日本政府の判断であり、米軍や米政府側が責任を問われるべきのものではない」と前置きした上で、「来年１月までに工事完了という目標を達成できるだろう。やはり安倍内閣は違う」と評価する。

　一方で、国務省内では８月に新たに防衛大臣に就任した稲田朋美氏に警戒心を抱く声もある。

　稲田氏が防衛大臣に就任後、欧米メディアは稲田氏について「ナショナリスト（ウォール・ストリート・ジャーナル紙）」「保守強硬派（フィナンシャル・タイムズ紙）」などと評し、憲法改正に前向きで靖国神社への参拝を欠かさない愛国主義者などと報じている。

　稲田氏は米ワシントンで１５日にカーター国防長官と会談する予定だが、ある国防総省筋は「実はカーター長官側は稲田防衛相との会談に消極姿勢だった」と明かし、日程の調整に苦心したと吐露する。

　理由は、高江の工事を巡る日本政府の強硬姿勢に沖縄の反発が高まるなか、日米防衛トップ同士がワシントンで会談すれば、批判の矛先が米側にも向けられるとの懸念があるからだ。

　国務省高官は「高江の現場で沖縄県民らが抗議している事実は承知している」としつつ、「沖縄県知事は日本政府は説明不足との批判はするが、工事そのものをやめろと言ったことはない」と指摘。「一時的な市民の反発はあるが、北部訓練場完成後の返還は沖縄にとってメリットが大きく、沖縄の内部からも期待の声が多くある」と強調。「ヘリパッド建設と（名護市辺野古の）代替施設建設計画は、若干の遅れは出るかもしれないが、おおむねタイムテーブル通りに進められていくのではないか」と楽観的な見方を示した。

豊洲市場、基本設計時に空洞＝盛り土提言、都が無視－石原元知事「コンクリ箱」案
　東京都の築地市場（中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の主要建物の下に盛り土がなかった問題で、２０１１年の豊洲市場の基本設計時に既に建物の地下に空洞が設けられていたことが１５日、分かった。土壌汚染対策をめぐる専門家会議が０８年７月に敷地全体で盛り土を行うよう提言しており、都はこれを無視したことになる。
　一方、石原慎太郎元都知事が在任中の０８年、コストを抑えられるとして、盛り土ではなく、建物の地下に「コンクリートの箱」を埋め込む案に言及していたことも判明した。
　都によると、１１年３月に業者と基本設計の契約を結んだ。同６月に完成した基本設計書には、４メートル程の地下空間が設けられていた。設備などを盛り込んだ実施設計書にも同様の記載があったという。都はセキュリティーなどを理由に、両設計書を公開していない。



　これに先立ち、０７年５月に開かれた専門家会議の初会合で、都は建物の地下に空間を設け、「ターレー」と呼ばれる小型運搬車の駐車場を設置することを提案。しかし、委員からは「（有害物質などの）ガスや揮発性のものは、ちょっとでも隙間や亀裂があれば上がってくる」「地下の構造物はあまりたくさん造らないこと」などと否定的な意見が出され、敷地全体での盛り土を提言した。
　しかし都は０８年１１月、工法を検討する別の専門家による「技術会議」でも地下空間の設置を含む案を提示。十分に議論せず、基本設計に配管などを通す地下空間を盛り込んでいたことになる。
　石原氏は、同年５月の定例記者会見で、海洋工学の専門家の案として「（建物地下に）コンクリートの箱を埋め込み、その上に市場のインフラを支える」との工法を紹介。費用を抑えられ、工期を短縮できるとして「担当の局長に言った」と話していた。都はこうした当時のトップの発言などを含め経緯を調査している。　（時事通信2016/09/15-20:06）
専門家会議、近く再招集＝豊洲市場の土壌問題－小池都知事
　東京都の小池百合子知事は１５日、豊洲市場（江東区）の土壌汚染対策の盛り土が一部で行われていなかった問題で、「（対策を検討した）専門家会議の再招集について打ち合わせをした。できるだけ早く立ち上げたい」と述べ、安全性や経緯を検証する考えを示した。羽田空港で記者団に語った。
　また、水産卸売場棟など３棟の地下空間に水がたまっていることについて、「正確な分析が必要だ。水質だけではなく地下の大気などもよく調べたい」と話した。
　豊洲市場の地下空間は、都議会の公明、共産、民進の各会派が相次いで視察。共産党都議団は１４日、青果棟地下空間のたまり水が地下水と同じ「強アルカリ性」だったことを明らかにした。　（時事通信2016/09/15-12:58）
豊洲市場地下の大気も検査へ　小池知事、政治塾立ち上げ意向

東京新聞2016年9月15日 夕刊

	 取材に答える小池百合子都知事＝１５日午前、羽田空港で
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　東京都の小池百合子知事は十五日、豊洲市場（江東区）の主要な建物下に土壌汚染対策の盛り土がされていなかった問題で、安全性を確認するため、地下空間にたまっている水の水質とともに、空気中のベンゼン濃度を調べる考えを明らかにした。リオデジャネイロ・パラリンピックの閉会式に出席するため、羽田空港を出発前に報道陣の取材に答えた。

　知事は、土壌汚染対策を議論した有識者による「専門家会議」の座長だった放送大和歌山学習センターの平田健正所長と十四日に面会したことを明らかにした。そのうえで「水質だけでなく地下の大気もよく調べていかないと、正しい分析にはならない。できるだけ早くきっちりと行わなければならないという平田先生のお話もあったので進めていきたい」と話した。ガス製造工場跡地の豊洲市場から見つかった有害物質ベンゼンは揮発性が高い。そのため、都はこれまでも空気中のベンゼン濃度の検査も行っている。これを地下空間でも詳細に行う考えだ。

　小池知事は、自ら政治塾を立ち上げる考えも明らかにした。「都知事選で政治に関心が高まり、いろいろ学びたいという方の声を受けて考えている」と話し、二十一日に帰国するまでの間も準備を進める見通しを明らかにした。

石原慎太郎氏「取り次いだだけ」　建物下のコンクリート案

共同通信2016/9/16 00:21
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報道陣の取材に応じる元東京都知事の石原慎太郎氏＝15日午後、東京都大田区　元東京都知事の石原慎太郎氏は15日、知事だった2008年5月の記者会見で、豊洲市場の建物下にコンクリートの箱を埋める案に言及したことについて「都庁の役人からそういう情報を聞いたから、そういう意見があると取り次いだだけ」と述べた。報道機関の取材に答えた。

　石原氏は「全部、下（都職員）や専門家に任せていた。建築のいろはも知らないのにそんなこと思い付くわけがない」と釈明。

　一方当時、都の中央卸売市場長だった比留間英人氏は共同通信の取材に「知事からコンクリ案について調べるよう指示があった」とし「コストを下げるために何か新しい方法はないかという趣旨だった」と説明。

都、ガス対策に盛り土考慮せず　豊洲、専門家の提言に反し

共同通信2016/9/15 19:19
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豊洲市場の青果棟の地下空間を調査する共産党都議＝14日、東京都江東区（都議会共産党提供）　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、有識者による専門家会議が土壌から有害物質を含むガスが出る危険性を指摘していたのに、都はガス対策に盛り土は不要と判断して工法を変更していたことが15日、関係者への取材で分かった。

　近く設置される「市場問題プロジェクトチーム」が、専門家の提言に反して工法を決めた経緯を調べる。小池百合子知事は同日「地下の大気もよく調べていく」と、有害物質の有無をあらためて調査する方針を示した。

豊洲地下問題　コンクリ箱案「石原氏が検討指示」　当時の都幹部証言

東京新聞2016年9月16日 朝刊

　豊洲市場（東京都江東区）の土壌汚染対策を巡り、石原慎太郎氏が都知事在任中の二〇〇八年、地下にコンクリートの箱を埋める案に言及していたことを受け、当時の都中央卸売市場長の比留間（ひるま）英人氏が十五日、本紙の取材に応じ、「石原氏から『こんな案があるから検討してみてくれ』と指示を受けた」と明かした。当時のトップが専門家の方針に反し、盛り土をしない工法を模索していたことが裏付けられた。　（中沢誠）

　土壌汚染対策を検討する専門家会議は〇七年五月、豊洲市場予定地の地下利用について「有害物質が建物内に入る恐れがあるため、地下施設は造らない方がいい」と指摘。〇八年五月十九日、土を入れ替えて盛り土にする方針を決定した。しかし、石原氏は同月三十日の会見で盛り土案に疑問を呈し、地下にコンクリートの箱を埋める工法があると説明。こうした経緯について、本紙は十五日朝刊で報じた。

　比留間氏は地下にコンクリートの箱を埋める案について、石原氏から指示を受けたと認め、時期を〇八年五月ごろと証言。「私の記憶では、工費や工期を検討した。しかし、かなり工費が高かった。〇九年一月か二月ごろ（別の専門家による）技術会議で工法内容がまとまり、石原氏にコンクリート箱案は採用できないと伝えた」と述べた。

　結果的に都が採ったのは掘削して壁を設ける地下空間案だが、地下に構造物を設ける点では石原氏のコンクリート箱案と共通する。比留間氏は「石原氏の指示で、都の地下空間案が影響を受けたとは思わない。当時は土壌対策費が一千億円を超えるとも言われ、石原氏は工費を抑えるため提案した」とも述べた。

　さらに「安全確保が最大の課題だった」と振り返り、地下空間は「地下水のモニタリングをする空間として必要だった」と説明。ただ、高さ四・五メートルもの広い空間となったことについては意外だったとした。

　豊洲市場はガス製造工場の跡地で、ベンゼンなど高濃度の有害物質を検出。都は専門家の提言に基づき、敷地を二メートル掘削するなどして四・五メートル盛り土をしたなどと説明、土壌対策費は八百五十八億円となった。しかし小池百合子知事が今月十日、主要な建物の下に盛り土がなされず、地下空間があることを公表した。

◆「役人の情報取り次いだだけ」石原氏が釈明

　石原慎太郎氏は十五日、知事だった二〇〇八年五月の定例記者会見で、豊洲市場の建物下にコンクリートの箱を埋める案に言及したことについて「都庁の役人からそういう情報を聞いたから、そういう意見があると取り次いだだけ」と述べた。報道機関の取材に答えた。

　石原氏は「全部、下（都職員）や専門家に任せていた。建築のいろはも知らないのにそんなこと思い付くわけがない」と釈明した。

　一方、同氏は「急に設計事務所を変えたことで、盛り土をやめて（建物の）下に訳の分からないものをつくった。恐らく盛り土をするよりも経費がかかり、ゼネコンがもうかる」と持論を展開。盛り土がなかった問題について感想を求められると「東京は伏魔殿だ」と気色ばんだ。

◆石原氏０８年の発言

　担当の局長に言ったんですがね。（インターネットで海洋工学の専門家が）もっと違う発想でものを考えたらどうだと…（略）…コンクリートの箱を埋め込むことで、その上に市場としてのインフラを支える、その方がずっと安くて早く終わるんじゃないかということでしたね。土壌汚染をどう回復するか、そういう発想だけじゃなくてね、思い切ってものを取り換えるみたいな、違うベクトルというものを考えた方がいいと、私、かねがね言ったけど、それがどう伝わったのか。

◇豊洲市場地下空間をめぐる経過　

２００８年　　

５月１９日　専門家会議が盛り土案の方針を決める

５月３０日　石原氏が会見で地下にコンクリートの箱を埋め込む案を「担当の局長に言った」と説明

５月ごろ　都中央卸売市場長が石原氏からコンクリート箱案検討の指示を受ける

７月２６日　専門家会議が盛り土の上に建物を造るよう都に提言

８月１５日　技術会議が初会合

１１月５日　技術会議で都が地下に空間を設けて駐車場などに利用する公募案を紹介

１２月１５日　技術会議で都が汚染地下水の浄化作業用空間を確保する案を提示

１２月２５日　技術会議で駐車場案が不採用になる

２０１１年　　　

６月　　　設計図面に地下空間を造ることが記載される

日本、３３カ国中３２位＝教育への公的支出割合－ＯＥＣＤ
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　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は１５日、２０１３年の加盟各国の国内総生産（ＧＤＰ）に占める教育機関への公的支出割合の調査結果を公表した。日本は３．２％と７年ぶりに最下位を免れたものの、比較できる３３カ国中ハンガリー（３．１％）に次ぐ３２位にとどまり、ＯＥＣＤ平均の４．５％も下回った。
　３３カ国の中で最も高かったのはノルウェーの６．２％。次いでデンマークの６．１％、ベルギー、フィンランド、アイスランドが各５．６％で、欧州の国々が上位を占めた。
　大学など高等教育への支出を公費で負担している割合は、日本は３５％で、韓国（３２％）に次いで２番目に低く、大部分を私費で負担している実態が明らかになった。ＯＥＣＤは、日本では高等教育への需要が高いにもかかわらず、公的支出が少ないと指摘した。（時事通信2016/09/15-18:39）
「生前退位」で有識者会議…首相、設置表明へ

読売新聞2016年09月16日 10時12分

　安倍首相は２６日召集の臨時国会の冒頭で行う所信表明演説で、天皇陛下が「生前退位」の意向を示唆されたことを踏まえ、有識者会議を設置することを表明する方針を固めた。

　政府は有識者の人選を進めており、１０月中に初会合を開催する方向で調整している。

　複数の政府関係者が１５日、明らかにした。会議は皇室以外の専門家を含めて少人数で構成し、外部の識者を順に招いて意見交換する形式を想定している。政府高官は「会議には何らかの提言をまとめてもらうが、採用するかどうかは政治判断になる」と語った。

　首相は当面のテーマを生前退位や公務の負担軽減などに絞り、女性・女系天皇の容認や女性宮家創設などの検討は先送りする意向を示している。現在の天皇陛下に限って退位を可能にする皇室典範の特例法の制定を軸に検討しており、早ければ来年の通常国会での関連法案提出を目指す。

核実験の一時停止要求　五大国の軍縮声明案が判明

東京新聞2016年9月15日 夕刊
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　【ニューヨーク＝東條仁史】米国やロシア、中国、フランス、英国の核保有五大国がまとめた核軍縮に関する共同声明案が、明らかになった。包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）が採択されて二十年が経過したことを機に、核軍縮の機運を維持する狙い。爆発を伴う核実験の一時停止を継続することを再確認し、他国にも同様の措置を求めている。名指しはしていないが、今年に入り二度の核実験を強行した北朝鮮に自制を強く求めた形だ。

　本紙が入手した声明案は、「爆発を伴うあらゆる核実験の一時停止を再確認する」と明記した上で「（一時停止は）国際的な平和、安定に貢献する責任ある態度の一例だ」と強調。

　さらに他国にも同様に行動することを求め、「爆発を伴う核実験によってＣＴＢＴの目的は達成できなくなる」と、北朝鮮をけん制するような表現も盛り込まれている。

　声明案は「われわれの約束は、ＣＴＢＴの早期発効にも及ぶ」とも強調。全ての国に対して署名と批准を促すと訴えた。

　一方、五大国が核を保有する現状を「われわれの核の維持、管理はＣＴＢＴと核拡散防止条約（ＮＰＴ）の目的に矛盾するものではない」と、正当化する文言も入れた。

　ＣＴＢＴの発効には、条約交渉時点で研究・発電用の原子炉を持っていた四十四カ国の批准が必要だが、うち米国や中国など五カ国が批准していないほか、北朝鮮、インド、パキスタンが署名していない。北朝鮮は二〇〇三年にＮＰＴからの脱退を宣言した。

　オバマ米大統領は五月、被爆地広島を訪問し「核兵器なき世界」実現に向けた取り組みを、レガシー（遺産）にしようとしている。

　野党共和党が多数派を占める議会の反対でＣＴＢＴ批准の見通しが立たないため、今回の共同声明によって機運を維持したい考えで、全ての国に、爆発を伴う核実験の自制を求める国連安全保障理事会の決議採択も目指している。

もんじゅ廃炉で調整＝核燃サイクルに影響－１兆円超投入、稼働２５０日・政府


日本原子力研究開発機構の高速増殖炉「もんじゅ」＝７月３０日、福井県敦賀市
　政府は１４日、日本原子力研究開発機構の高速増殖炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）の在り方について、廃炉も視野に最終調整に入った。もんじゅをめぐっては、原子力規制委員会が運営主体の交代を勧告しているが、受け皿探しは難航。政府内では、存続のための追加支出に国民の理解を得るのは難しいとの見方が出ており、２６日召集の臨時国会前にも結論を出す。
　もんじゅは原発の使用済み核燃料を再利用する核燃料サイクル政策の中核施設で、廃炉が決まれば政府が推し進めてきた政策は根底から見直しを迫られる。
　高速増殖炉は燃料に使った以上のプルトニウムを生み出す「夢の原子炉」とされ、政府は資源の乏しい日本のエネルギー自給率向上に役立つと主張。もんじゅの建設や維持にかかった１兆円余りの大半を支出してきたが、運転実績は２５０日にとどまる。原子力機構は廃炉に３０００億円以上かかる可能性があるとみている。
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　もんじゅは研究開発用の原型炉で、１９９４年４月に初臨界に達した。９５年１２月にナトリウム漏れ事故を起こし、２０１０年５月に試運転を再開。同８月には燃料交換に使う炉内中継装置が落下し、再稼働できないまま、大量の機器の点検漏れが判明した。規制委は１３年５月、事実上の運転禁止を命じ、１５年１１月には運営主体の交代を文部科学相に勧告した。
　サイクル政策では、再処理したウランやプルトニウムを通常の原発で燃やすプルサーマル発電も行われている。だが、高速増殖炉に比べプルトニウムの発生効率が低い上、原発の再稼働が進まないため、国内で現在実施されているのは四国電力伊方原発３号機（愛媛県伊方町）１基にとどまっている。（時事通信2016/09/14-22:36）
公約具体化、新味欠く　三反園知事が所信表明 [鹿児島県]
西日本新聞2016年09月15日 00時17分 
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三反園知事の所信表明を傍聴席で聞く人たち写真を見る
　１４日開会した鹿児島県議会。初めての所信表明で三反園訓（みたぞのさとし）知事は「県民と新しい力強い鹿児島をつくる」と協力を呼び掛けた。２０日の代表質問から論戦が始まる。野党となった自民、公明両党は早くも対決姿勢を強め、少数与党の県民連合も川内原発（同県薩摩川内市）を巡る専門家組織「原子力問題検討委員会」の早期設置を求める構え。知事は難しいかじ取りを迫られそうだ。
　この日の傍聴席。開会前から大勢の人で埋まり、新知事への期待と注目の大きさをうかがわせた。知事が本会議場に現れると一部で拍手も起きた。
　知事は冒頭で「県民の県民による県民のための政治を行う」と強調。ニュースキャスター経験を生かし、県産品などトップセールスを積極的に展開すると述べた。知事選で掲げた観光など６分野の公約を実現することで「鹿児島は日本一を目指す」とも訴えた。
　傍聴席で耳を傾けていた鹿児島市の自営業山下登史江さん（６２）は「県民のためにやってくれる知事だと思う。公約にも期待している」とエールを送った。
　約１時間に及んだ所信表明と議案の提案理由説明。公約具体化に向けた説明には新味を欠いた。
　知事が意欲を見せるドーム球場建設については「プロ野球キャンプ、公式戦の誘致に努め、必要な整備のあり方を検討する」と公約とほぼ同じ表現。目玉施策の「子ども医療費の医療機関窓口での負担ゼロ」に関しても「市町村や関係機関と協議しながら充実に向けて検討を進めたい」との表現にとどまった。
　自民党県議団の堀之内芳平会長は「トーンダウンしたのではないか。選挙中に財源の裏付けのない手形を切ったのは明らかだ」と批判。公明党県議団の成尾信春団長も「（今後の質疑で）公約の財源やスケジュールをしっかりただす。夢や希望を語るのはいいが、政治は結果だ」と述べた。
　知事を支える県民連合の柳誠子会長は、各地で視察や対話を続ける知事の姿勢を「スピード感がある」と評価。一方、めどが立たない原子力問題検討委員会の設置については「今回の補正予算案に計上されていないのは残念」と語った。
　共産党の松崎真琴県議は「知事は思いを強く語り、これからスタートだという印象。子ども医療費の窓口負担ゼロを実現してほしい」と期待を寄せた。
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